



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































1（）「Les	 libéralités,	 soit	 par	 actes	 entre	 vifs,	 soit	 par	 testament,	 ne	
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donations	entre	vifs,	quʼaprès	avoir	épuisé	 la	valeur	de	 tous	 les	biens	






où	 le	 testateur	aura	expressément	déclaré	quʼil	entend	que	tel	 legs	soit	
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	 	 	 韓国における日本の遺留分制度の導入と適応　　朴世珉
（2（）
59）伊藤昌司，上掲書，3（4頁も，このような観点から，ローマ法上の義務
分，すなわち，legitimum制度の後身であるドイツ法上の遺留分制度の性
格を日本の遺留分制に投影しようとする試みが続いているという。
（0）青竹美佳，遺留分制度の意義について―裁判例の分析による一考察，相
続法の立法的課題［水野紀子編著］，有斐閣，201（，220頁。
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（5）文叔子，相続争い―法と道徳の間で維持された均衡，朝鮮の日常：法廷
に立つ［韓国古文書学会著］，歴史批評社，2013，1（0頁。
（（）申榮鎬，上掲書，2（8頁以下には，朝鮮王朝の世宗時期の記録として，
相続人たちの間の分財の過程での争いが紹介されているが，結局，被相続
人の意思を尊重する方向で結論に下したという。
（（）崔秉祚・李相勳，上掲論文，34頁。
（8）尹眞秀，上掲書，5（（頁は，相続法の基本原則である遺言の自由と親族
相続の原理を比較すると，遺言の自由のほうがもっと重要で，親族相続の
原理はそれに対する制限に過ぎないという。
（9）大法院2014.5.29.宣告2012다［da］31802判決。
（0）韓国民法第1008条の2は，相続財産分割の過程で相続人の寄与分［貢献
分］が認められるように規定している。ところが，被相続人に対する特別
な扶養や被相続人の財産に対する維持ないし増加の貢献に関しては，一次
的に被相続人の遺贈を通じて補償が行われる機会があり，そうでなくて
も，相続財産分割を通じても適切な考慮が行われるので，それで十分なの
ではないかと思われる。原則的に貢献することも当事者の判断と決定によ
るものなので，それに対して補償するか否かも，基本的には被相続人の意
思によることが望ましいと考えられる。日本の場合，今回の遺留分法の改
正と関連して，遺留分と貢献度を連携させることは適切でないという判断
によってか，ワーキングチームの報告書でも提示されなかった。
（1）19（（年民法改正の当時の第98回国会法制司法委員会の会議録上，遺留
分の導入に関して，ある議員は，私有財産処分の抑制は憲法と矛盾する恐
れがあるとし，たとえ憲法に反していないとしても，果たして相続財産の
50％まで認めなければならないのが，さらに検討が必要であるといった。
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（3）遺言の効力を制限するための規定であるが，遺留分のように財産の一定
分を確保させるのとは程遠い。
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